
応急危険度判定実施事例    （平成 8年 10月以降震度階変更） 

年・月 地 震 名 最大震度 
参加判定士 

延べ人数 判定棟数 

平成７年 1月 17日 
兵 庫 県 南 部 地 震 
（ 阪 神 ・ 淡 路 大 震 災 ） ７ ６，４６８ ４６，６１０ 

平成７年４月１日 新 潟 県 北 部 の 地 震 ５ １２ ３４２ 

平成８年８月 11日 宮 城 県 北 部 地 震 ５ ３４ １６９ 

平成９年３月 26日  
平成９年５月 13日 

鹿 児 島 県 薩 摩 地 方 を 
震 源 と す る 地 震 

５強 
６弱 

２２０ ２，０４８ 

平成 11年２月 26日 秋 田 県 沖 を 震 源 と す る 地 震 ５弱 ４ ９ 

平成 12年 6月 26日、  
7 月 1,9,15 日他多数 

新島・神津島・三宅島近海を震源とする
地 震 

６弱 １７ ２４０ 

平成 12年 10 月６日 鳥 取 県 西 部 地 震 ６強 ３３２ ４，０８０ 

平成 13年３月 24日 芸 予 地 震 ６弱 ６３６ １，７６３ 

平成 15年５月 26日 三 陸 南 地 震 ６弱 ５ ６ 

平成 15年７月 26日 宮 城 県 北 部 地 震 ６強 ７４３ ７，２４５ 

平成 15年９月 26日 十 勝 沖 地 震 ６弱 ５７ ７０ 

平成 16年 10 月 23日 新 潟 県 中 越 地 震 ７ ３，８２１ ３６，１４３ 

平成 17年３月 20日 福 岡 県 西 方 沖 地 震 ６弱 ４４４ ３，１４８ 

平成 19年３月 25日 能 登 半 島 地 震 ６強 ３９１ ７，６００ 

平成 19年４月 15日 三 重 県 中 部 を 震 源 と す る 地 震 ５強 ２ １ 

平成 19年７月 16日 新 潟 県 中 越 沖 地 震 ６強 ２，７５８ ３４，０４８ 

平成 20年６月 14日 岩 手 ・ 宮 城 内 陸 地 震 ６強 ６２４ ４，１３９ 

平成 23年３月 11日 
他 

平成 23 年東北地方太平洋沖地震他   
（ 東 日 本 大 震 災 ） 

７ ８，５４１ ９５，３８１ 

平成 23年３月 12日 長 野 県 北 部 を 震 源 と す る 地 震 ６強 ２２９ ２，３１８ 

平成 23年３月 15日 静 岡 県 東 部 を 震 源 と す る 地 震 ６強 ６４ ５１３ 

平成 25年４月 13日 淡 路 島 付 近 を 震 源 と す る 地 震 ６弱 ５６ ４０２ 

平成 26年 11 月 22日 長 野 県 神 城 断 層 地 震 ６弱 １３１ ６０２ 

平成 28年４月 14日 
         ４月 16日 

平成 28 年（ 2016 年）熊本地震 ７ ６，８１９ ５７，５７０ 

平成 28年 10 月 21日 鳥 取 県 中 部 を 震 源 と す る 地 震 ６弱 ４５０ ７，３１１ 

平成 30年４月９日 島 根 県 西 部 を 震 源 と す る 地 震 ５強 １９８ ６，６２７ 

平成 30年６月 18日 大 阪 府 北 部 を 震 源 と す る 地 震 ６弱 １，０９１ ９，４５８ 

平成 30年９月６日 北 海 道 胆 振 東 部 地 震 ７ １０８ ８１３ 

令和元年６月 18日 日 本 海 山 形 県 沖 地 震 ６強 ９７ ８４１ 

令和３年２月 13日 福 島 県 沖 を 震 源 と す る 地 震 ６強 １３３ ２８８ 

（全国被災建築物応急危険度判定協議会過去の応急危険度判定活動一覧を基に加筆作成。） 

○北海道からの支援応急危険度判定士数 
・阪神・淡路大震災への参加判定士数  ４０名（×３日) 
・宮城県北部地震への参加判定士数    ２名（×２日) 
・新潟県中越地震への参加判定士数   ３８名（×２日) 
・新潟県中越沖地震への参加判定士数  １０名（×２日) 
・東日本大震災への参加判定士数    ２０名（×３日) 
・平成 28年熊本地震への参加判定士数  ７０名（×３日) 
・北海道胆振東部地震への参加判定士数 ９月７日から９月１２日まで延べ１０８名 

（※ 応急危険度判定への参加にあたっては、都道府県の指示の下に参加しなければなりません） 


